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産業構造の転換と地域振興の課題
一熊本県岱明町を中心に－
穎楊
はじめに
戦後日本の産業立地政策の必要性の端緒となったのは、産業基盤投資の遅れからといわれているが、
このことは１つ重要な点である。1950年～1951年の朝鮮戦争は、日本工業の復興から次の発展への大
きな転機となり、鉄鋼、化学、繊維、機械などの産業に戦争特需をもたらした。これに伴って生産活
動が急激に活発化してきたが、設備の陳腐化、欧米からはるかに遅れた道路、鉄道、港湾等の輸送施
設の能力不足は、経済発展にとっては大きな院路として顕在化してきた。
日本が高度経済成長へ向かって進みはじめ、新産業都市、工業整備特別地域の指定へと移ってゆく
につれて、これらの地域整備でも重点は産業関連施設の先行投資が基本になっていた。高度成長によ
り経済が拡大し、国の財政規模も順調な税収によって大きくなり、公共投資も拡大し、しだいに日本
の道路、港湾、鉄道、工業用水の事業も充実してきた（大薗英夫・藤井隆・飯島貞一，1980)。
こうした産業関連施設の整備が進行するなかで、工業地域形成を伴う都市の形成、工業化の著しい
地方都市の躍進という現象がみられた。このような都市の変容を、物的側面から捉えようとするなら
ば、都市基盤の整備内容から地域振興のあり方をみていく方法としてきわめて有効であろう。
従来の都市基盤整備に関する研究でも、こうした方法に基づいた多くの論考が、主に大都市を対象
として、様々な整備主体による市街地整備を検討・分析することにより、大きな成果をあげている。
そのなかでも、大都市地域の土地利用、特に住工混在をめぐって環境共生を前提とした市街地整備に
関する研究がある。竹内淳彦（1974a，1974b）は、大都市内部の工業生産体系と土地利用の精密な
実態分析を東京内部の代表的な住工混在地区について行い、これらの地区の産業の存在形態、工業コ
ンプレックスと機能分担の体系、住工混在のしくみなどの解析から産業地域社会の役割、都市再生に
おける工業地域の意義を論じている。また、島崎美代子（1987）は、重化学工業都市として臨海部工
業地域（石油化学コンビナートなどに代表される）を有する川崎市の事例を取り上げ、土地利用の実
態について述べている。川崎市は日本の「第４次全国総合開発計画」（1987～2000）期の国際化、情
報化などが進むなかで、重化学工業地帯の「再編」・都市の「再生」に伴い、「先端技術」集積の目標
にすえて、市内の大規模工場跡地・国鉄用地の跡地の再開発、湾岸埋立地の整備、人口島の整備など
における“まちづくり”には、“職・住・遊，，がうたわれるように、それぞれに文教（教育・研修、
基礎研究機関）用地が確保されているばかりではなく、住宅用地と公園緑地・文化・レクリエーショ
ン用地が配置されていることが明らかになった。
なお、戦後日本工業地域における産業基盤整備の趨勢と現状に関する研究では、山本正雄、加納安
実、莇栄吉、高内俊一（1955）らは、1950年代前半まで、日本の既成四大工業地帯（京浜、阪神、中
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京、北九州）ヘの工業生産の集中が進むにつれ、都市内部の工業用地や工業用水の不足、輸送関係の
溢路などといった問題が生じることに対応して、臨海工業用地の造成、工業用水道の拡充、多目的ダ
ムの建設、高速道路、港湾、空港などの産業関連施設の整備が進められたことを論じ、その際の公共
事業費のうちにおいて、道路、港湾などへの投入はウェイトがひどく低かったと指摘している。
日本で産業関連施設の整備がやかましくいわれるようになったのは、1956年頃のいわゆる神武景気
による生産の飛躍的発展の時期のことであった。宮本憲一・横田茂・中村剛治郎（1990）らは、１９５６
年に策定された「工鉱業地帯整備計画」に基づいて、経済企画庁を中心に通産省、建設省、運輸省に
よる工業地帯への公共事業投資という前例のない協力体制が確立し、東京、大阪、名古屋の三大都市
圏への道路、港湾、工業用水などの産業基盤への公共投資のウェイトが急速に高まってきたことを論
じている。
さらに、大薗英夫・藤井隆・飯島貞一（1980）らは、四大工業地帯及び全国の新産業都市、工業整
備特別地域の道路、港湾、鉄道、工業用水など、産業関連施設の整備状況を分析することで、工業立
地は産業基盤整備に関する投資について、過大な財政投入、産業基盤の未利用など大きな問題点を内
包していると指摘している。
こうしてみると新産業都市の産業基盤整備に関しての実証的な研究はなされているが、新産業都市
政策の実行によって、形成された工業地域以外を含めた政策的研究はほとんどみられない。新産業都
市の対象地域を包括的に捉え、地方工業地域再生の可能性を追究することで、日本の地方都市、とり
わけ地方中小都市の今後のあり方を考えることは意義があると考えられる。
本研究では、地方都市の工業地域の縁辺部に焦点をあて、特に新産業都市に指定された地域におけ
る産業基盤の整備が、地域の振興策にどのように結びついたかを明らかにし、地方都市が自立してい
くためにはどのような地域振興策が必要であるかを考察することを目的とする。
具体的な対象地域としては、1964年に高度経済成長期のなかで熊本県が指定を受けた「不知火・有
明・大牟田」新産業都市計画地域において工場誘致の核心地（長洲町）ではないが、人口の流出を防
ぎ、新たな地域づくりに取り組む熊本県岱明町（現、玉名市）を事例として取り上げる。
岱明町は、長洲・大牟田両地区の周辺に位置し、大規模な工業の立地をみなかった。このような地
域が長洲・大牟田両地区の関係で、どのような変化を遂げたのか、一口に新産業都市建設といっても、
地区指定の区域（市町村）の中味は多様である。近年、多くの地方中小都市においては、大幅な人口
減少、住民の高齢化による地域経済の衰退が顕著になり、市町村単位で必要な産業や生活機能などを
求めることは困難になる状況の中で、岱明町は新産業都市廃止後も大きな変化をみることがなく現在
に至っている。地域資源を活用し、地域の自立を目指して個性的地域づくりが功を奏していることは
注目に値する。
なお、2005年に玉名市・岱明町・横島町・天水町の玉名地域１市３町が合併し、玉名市となった。
ここでは、合併前の岱明町を対象としている。
研究方法としては、高度経済成長期における岱明町の発展要因について、町の振興計画、特に産業
の振興計画を基に検討を加え、工場誘致を推進するとともに産業基盤の整備がいかなる経緯で行われ
たかの考察を行う。そのうち産業基盤の整備は、この町の地域振興策にどのような影響を与えたかを
検討する。さらに、岱明町の施策を通じて、地域が自立していくうえで必要とされる地域振興策には
どのようなものがあり、何が大切なのか、また、新産業都市の指定以降、誘致企業の工場進出が果た
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した役割と地域に及ぼした影響を岱明町とこの地区の工業核心地（長洲町）との関わりについて考察
をする。
岱明町は1955年４月、大野村・高道村・鍋村・睦合村が合併して岱明村が発足し、その後'965年４
月に岱明町としてスタートしている。旧４村合併当時、村名の選定は、村の背後に誓える小岱山と南
部に広がる有明海の自然美を象徴して、「岱明村」とした（門岡久，1969)。
岱明町は熊本県の北部玉名郡の南西部に位置し、東西約４ｋｍ、南北約５ｋｍの長方形をなし農業
地帯と北部の山林地帯に分類される。東に玉名市、西に長洲町、北は荒尾市と接し、南には有明海が
広がる（図１）。背後にある小岱山の山系が東西に延び、この分水嶺より東に境川、西に行末川、中
央部に友田川二級河川が南に流れ耕地が開けている（岱明町，1983)。また、地域内をＪＲ鹿児島本線
が走っている。
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(資料）岱明町『岱明町町勢要覧ｊｌ９８３ｏｐ３と熊本日日新聞社『熊本県万能地図一市町村
合併対応版』2006,ｐ､４２より作成。
１．新産業都市の指定と岱明町経済の動向
岱明町と新産業都市の指定１．１．岱明町と新産業都
1965年５月１０日に「新産業都市建設促進法」月１０日に「新産業都市建設促進法」が公布され、1964年には「工業整備特別地域整備促進
法」も制定された。新産業都市の指定にあたっては、各自治体で熾烈な競争がなされた。政府の方針
では指定数は１０ケ所であったのに、実に４４ケ所も名乗りを挙げ、結局「新産業都市建設促進法」に
基づく新産業都市として1964年から1966年にかけて１５ケ所が、ほかに工業整備特別地域も６ケ所が
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指定された。
新産業都市の指定をめぐっては、熊本県は国に対し、従来から不知火・有明地区での指定を強く要
請していたが、大牟田・有明・不知火が距離から近いこと、産炭地振興の両面から２県共同で考えた
ら指定も考慮していいとの意見が政府部内にあり、結局、福岡県の大牟田・有明地区と熊本県の不知
火・有明地区と一体化することになった。県境を越えた指定は全国でもこの地区だけであったが、そ
のうち、熊本県では新産業都市に内定した不知火・有明地域の岱明村（当時）を含む関係25市町村が、
熊本県から1963年８月１７日までに区域指定に関する同意議決をしてほしいとの要請をうけ、岱明村で
は８月１４日開催の第４回臨時議会において、下に掲げたような区域指定に関する同意を議決してい
る')。
議案第三十九号
新産業都市の区域の指定の申請について
新産業都市建設促進法第二条第一項の規定により、次の区域について同法第三条第四項の規定に基
づく新産業都市の区域の指定を申請することについては当村として異議がないものとする。
昭和三十八年八月十四日提出
岱明村長大野金吉印
区域の名称不知火・有明地区
区域の範囲八代市・宇士市・熊本市・玉名市・荒尾市・八代郡千丁村・同宮原町・同鏡町・同
竜北村・下益城郡・小川町・同松橋町・同富合町・宇土郡不知火町・同三角町・天草郡大矢野町・飽
託郡天明村・同飽田村・同河内芳野村・同北部村・鹿本郡植木町・玉名郡天水町・同玉東村・同横島
村・同岱明町．および同長洲町
提案理由
新産業都市の区域の指定の申請に関して、新産業都市建設促進法第二条第二項の規定により、申請
協議について議会の議決を経る必要がある。これがこの議案を提出する理由である。
なお、関係の25市町村は、議案の区域の範囲に記載されているが、熊本県では同月２６．２７日開会の
県議会にこれを提出し、同月末まで経済企画庁へ区域指定の申請をする段取りになっていた2)。
その後、熊本・福岡両県の調整が進み、1964年４月４日に不知火・有明・大牟田地区新産業都市の
指定が正式に決定した。
1.2．岱明町の産業基盤整備の状況
こうした新産業都市の指定をうけた地区について、北部の「大牟田地区」と「有明地区」では重工
業と石炭化学工業地域、南部の「八代地区」は化学工業地域、中央部の「熊本地区」は都市型工業地
域の形成を目指すことになり、この４地区がそれぞれの持ち味を生かしながら互いに結びつき、九州
西部における総合的な工業地域としての発展が期待された。
「新産業都市建設促進法」第17条の規定に基づいて、1964年12月25日に承認を受け動きだした「不
知火・有明・大牟田地区新産業都市建設基本計画」の前文部分に、施設の整備など内容について、以
下のように述べている。「新産業都市の建設にあたっては、八代および大牟田・荒尾の臨海部におけ
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る工業の開発を主軸とし、合わせて内陸部における関連産業、機械工業その他地場資源を活用する各
種工業等の開発を図るとともに、広く地域産業の発展について十分配慮するものとする。これら工業
の開発に対応して道路、港湾など交通輸送体系の整備をはじめ、工場用地、工業用水道など生産基盤
施設の整備を図るとともに、住宅及び住宅用地、上・下水道、通信、教育、文化施設など生活基盤施
設の整備につとめ、統一的総合的な都市をもつ新産業都市の建設」を目指す。その狙いは地域格差の
是正と雇用の安定を促し、国土の均衡ある開発発展、及び国民経済の発達であった。そのための投資
額としては、交通輸送体系の整備に75,863百万円（23.6％)、生産基盤整備に83,963百万円（26.1％)、
生活基盤整備に162,113百万円（50.3％)、計321,939百万円であった。（熊本県企画開発部企画課，
1971)。
なお、新産業都市建設計画は、1975年を目標とした長期マスタープランであるが、事業計画は１９７０
年を目標とする前期と1975年までの後期に分けて策定している。
熊本県には、不知火・有明地区新産業都市は、1964年12月に建設基本計画が承認されて、建設の第
一歩を踏み出したのである。しかし、その発足時において全国的な経済不況に直面したため、工業部
門における設備投資は著しく減少し、本地区においても工業開発の２大拠点である八代、有明地区臨
海部における基幹となる工業については、その立地をみるに至らなかった。このような背景のもとで、
新産業都市建設を進めるにあたっては、工業の開発熟度を踏まえて着実な推進をはかり、後期開発へ
の基盤造りを促進することになり、1970年度までの施設整備前期計画を策定している。
その中味は、工業用地、工業用水道など、生産に直接関連する施設については過大投資を避ける一
方、道路、港湾などの生産基盤施設、及び住宅、上・下水道等の生活基盤施設の整備については、積
極的、効率的な推進をはかることとした。
有明地区は、不知火・有明・大牟田新産業地区内においても、最も期待されていた地域で、鉄鋼及
びその関連企業の配置計画が見込まれていた。熊本県分の「新産業都市建設事業実績及び計画一不
知火・有明・大牟田地区（1968年６月)」によると、この地区は、南の八代臨海部に呼応する臨海工
業地帯として、臨海型の工業を大幅に発展させる好条件（地耐力が強い、背後地が広い、港湾建設に
適している等々）を具備しているので、次のような５つの生産基盤の整備を促進するとしている。
①有明臨海部に５万ｔ規模の「有明新港」の建設を進める。
②公営の有明工業用水道の建設を促進する。
③基幹的道路交通網を整備する。
④工業用地として、臨海部では、港湾計画と関連させながらやくLOOOha内陸部では、産炭地域
振興事業団などにより、約50ｈａを造成する。
⑤工業地帯の形成にともない、背後丘陵地には公営住宅、勤労者住宅、分譲住宅を配置し、これ
らを都市計画街路で結ぶ。
表１新産業都市建設計画の岱明町関係事業（年産甚鯛轄備）1964～1975年
区分 事業名 事業主体 事業費（百万円）
工場用地
工業用水道 有明工業用水道 熊本県 1.610
道路 玉名長洲線
天水玉名線
本県
熊本県
798
210
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１９０［１大ノ
（鉄道
(資料）熊本県『新産業都市建設基本計画市町村別資料（1964～1975年)』1965年より作成。
新産業都市建設計画のなかで、岱明町関係の産業基盤整備について生産基盤整備と生活基盤整備に
分けて検討してみると、生産基盤整備（表ｌ）では、工場用地の整備事業はないが、下前原と上団地
という２つの団地が最初に工場適地として指定された。また、生産基轤整備のなかで、有明工業用水
道と玉名・長洲線、天水・玉名線の道路整備事業が挙がっている。鹿児島本線の増強・電化の促進事
業は、沿線地域にとっては交通輸送体系を整備していくうえで、極めて重要な事業であったが、これ
に対して、岱明町では、1968年６月27日開催の第２回定例会で、下に掲げたような国鉄新幹線の熊本
延長の提案を定めている3)。
議案第五十五号
国鉄新幹線の熊本延長について
本県産業経済発展上の課題となっている中央先進地域との時間的経済的距離の短縮を図ろ博多延長
と同時期に熊本までの延長を実現と引きつづき県内を縦貫し鹿児島までの早期完成
昭和四十三年九月二十六日提案
松下重人印
吉田竹男印
吉田四郎次郎印
その後、1968年９月26日の玉名郡岱明町議会で、九州縦貫自動車道、新熊本空港などの基幹的交通
施設の整備に伴い、その提案に関する同意を議決している。
決議
本県産業経済発展上の課題となっている中央先進地域との時間的経済的距離の短縮については、現
在、九州縦貫自動車道、新熊本空港の建設をはじめ、基幹的交通施設の整備が着々と進められており、
これに伴い、九州における本県の交通拠点`性も急速に増大しつつあるが、今後、さらに、中央とを結
ぶ高速、大量輸送機関の早期実現を図ることが緊要であると考える。
国鉄の長期整備構想によると、昭和50年には目下建設中の山陽新幹線の博多延長が実現するよう計
画されているが、近年地盤沈下をみている九州経済の浮揚を図り、県内産業経済の振興はもとより、
広く九州全域の開発促進と住民利便の増大のためには、九州の中央に位置する熊本までの延長が是非
とも必要であると確信する。かかる事情にかんがみ
1．博多延長と同時期に熊本までの延長を実現すること
２ひきつづき県内を縦貫し鹿児島まで早期完成すること
以上決議する。
昭和43年９月26日
玉名郡岱明町議会
輸送施設 鹿児島本線増 国鉄 １０，９００
( ） 鹿児島本線電化 国鉄 2,770
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表２新産業都市建設計画の岱明町関連事業（生活基盤整備）1964～1975年
単位：千円
Ｉ目・鋪謡
ヨ然公園海水枠
２１０５３
■■■■■Ｆ、
■■■■Ｐｍ－町而
２１３９１
(資料）岱明町『新産業都市後期建設計画資料（1971～1975年)」より作成。
こうした岱明町関係の生産基盤の整備では、交通・通信体系というネットワーク整備の傾向が強く
表れている。これは、国士の時間距離が短縮されてきたこと、及び全国の末端に至るまで社会資本の
整備が進められてきたことにより、岱明町では産業立地の地域選択の幅が広がったことが意識されて
いる。
他方、表２の生活基盤整備についてみると、前期・後期ともに教育、住宅、及び住宅用地が対時し
あっており、生活支援型の都市施設の`性格が表れている。しかも、前期から後期にかけて、生産甚孵
から生活基盤へ、局地的なインフラ整備からネットワーク整備へと、新産業都市地域の`性格が変化し
ている傾向が読み取れる。特に、住宅団地の建設は1968年に九州松下電器（株）の進出に伴って、従
業員の増加による人口増加を見込んで進められており、さらに、1970年に日立造船（株）が長洲町に
進出するのに伴い、有明臨海工業地帯への企業立地が進むことから、岱明町においても住宅化の進展
が考えられ、前期計画事業費は24,220千円から後期の1.2億円まで増えてきた。住宅団地の形成は、
岱明町の計画事業の１つの大きな柱としてとりくまれている。
そのなかでも、1974年に策定された「岱明町長期振興計画」をもとに、その時期の住宅状態の推移
をみてみると（表３）、持家が年々増える一方、町の総人口は減少していたが、これは隣接長洲町の
日立造船（株）有明工場の進出と共に、従来の都市の人口集積とは、一時反対の現象が見られた。な
お、固定資産概要調書によると（表４）、1969年から1973年までの年間平均住宅新築戸数は98戸であ
り、1973年度末には150戸（社宅団地を除く）になるもと推定されていた。
区分 事業名 基本計画事業費 前期計画事業費(1964～1970年）
後期計画事業費
(1971～1975年）
住宅（公営住宅） 馬場原団地前原団地
23,400 24,220 120,000
住宅用地 馬場原団地前原団地
3,200 2,660 10,500
街道（改良・鋪装） 55,519 104,041 470,600
小学校 44,702 42,537 6,210
中学校 9,920 25,018 182,941
保育施設 1.116 2.159
し尿処理施設 8,500 13,775
ごみ処理施設 3,300 26,941
公園 浮田公園 25,000 25,000
その他事業
自 浴場
総合グラウンド（町立
体育館・町営プール）
公民館
給食センター
老人憩の家
母子健康センター
338
21.053
21,391
338
13,678
25,584
18,963
1.349
77,738
91,293
13,800
105,093
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表３住宅状況の推移
年度（人）戸）川 持家借家給与住宅間借
１９５５１３９３８２４７３２４５９２２６７１２６１７４９１４
1960年1３５３５２６１９２６０５２４３２１２７８３８１４
1965年１２８０７２６７４２６６５２４８０１２０１５５０９
１９７０１２３５８２７９９２７８９２５９１１３５３８１８１０
(資料）岱明町役場「固定資産概要調書』1974年より作成。
表４新築住宅の推移
単位：戸
建直し分新規
(資料）岱明町「岱明町長期振興計画ｊ1974年，ｐ､64より作成。
さらに、有明臨海工業地帯の工場立地により岱明町の将来人口増加の推定から、岱明町の住宅需要
が発生することは明らかであった。この住宅需要に対して、不動産業者を中心として分譲住宅の供給
も考えられるが、土地の値上りや建築費の増大により、借家に依存せざるを得ない層の出現が考えら
れるので、これに対しては、公営住宅などの供給によって対応できるよう促進する。公営住宅建設計
画は表５のとおりである。住宅用地地域としては町の中心部及び大野、睦合地区山間部を住宅用地と
して開発するという計画があった。
表５住宅建設指標
単位：戸
(資料）岱明町『岱明町長期振興計画」1974年，ｐ､65より作成。
総人口
( ）
全世帯数
(戸）
普通世帯数
(戸）
普通世帯住宅関係
家 借家 給与住 間借 準世帯数
1955年 13,938 2,473 2,459 2,267 126 １７ 4９ 1４
960年 13,535 2.619 2,605 2,432 127 ８ 3８ 1４
965年 12,807 2.674 2,665 2,480 120 １５ 5０ ９
1970年 12,358 2,799 2,789 2,591 １３５ 3８ 1８ 1０
新築住宅
直し分 新規 合計 備考
1969年
1970年
1971年
1972年
1973年（見込）
６
０
０
４
５
５
５
６
６
６
７
８
０
７
５
４
３
３
４
８
１０３
8８
９０
lll
l50 日立造船社宅用地分を除く
区分 基準年次Ａ(1972年）
目標年次Ｂ
(1978年）
伸長率Ｂ／Ａ
(％）
政府施策住宅 3６ 256 711
内
訳
公営住宅
同和向住宅
住宅金融公庫住宅
住宅公団住宅
その他住宅
2９
７
249
７
859
1００
民間自力住宅 3,094 3,744 121
合計 3,130 5,000 160
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２．誘致企業の進出
2.1．岱明町への進出企業
前述したように、熊本県の不知火・有明地区新産業都市は、1964年１２月に建設基本計画が承認され
たが、建設の発足時において全国的な経済不況に直面し、工業部門における設備投資は著しく減少し
た。本地区においても工業開発の２大拠点である八代、有明地区臨海部における基幹工業については、
その立地をみるに至らなかった。
1966年後半からの景気回復に伴い民間投資も活発となり、先進地への工業集積はますます増大した
が、本地区への基幹工業の進出については、依然期待通りの成果をあげるに至らなかった。
しかしながら、内陸部において、熊本地区・有明地区を中心に三菱電機（株)、九州松下電器（株)、
都築紡績（株）などの大手企業をはじめ繊維、食品、機械等の新規工場の立地が相次ぎ、工業立地に
明るさを増してきていた。一方、臨海部においては有明地区で、1967年における工業出荷額は168億
円となっており、業種別にみると、食料品56億円を筆頭に、繊維33億円、出版・印刷29億円が目立っ
ていた。しかも、1968年になって、電機大手メーカーの操業開始に伴い、プラスチック・陶磁器・機
械・繊維などの企業が立地しつつあり、この地区の急速な発展が見込まれた（熊本県，1968)。
岱明町では、新産業都市の指定以来、工場誘致が推し進められてきたが、1970年までに誘致が決定
した主要な企業は表６に示したとおりである。岱明町に工場を立地させた要因として、４つの企業す
べてに挙がっていたものは、道路の整備が良好であったことである。次いで、地方税減免などの優遇
措置、地域の環境、労働力が得やすいことなどが理由となっている。
表６岱明町への進出決定工場
２４
２５２
(資料）熊本県「新産業都市建設事業実績及び計画？不知火有明地区」1971年，ｐｐｌ２～17より作成。
企業名
1970年現況
敷地面積
(1,000㎡）
従業者
(人）
出荷額
(億円）
主要製造品目 操業開始又は予定年月 立地要因
有明生コンクリート玉
名工場 ５ 2 １ 生コンクリート 1964年５月
･用地が入手しやすい．道路の整備
が良好である．地方公共団体の優遇
措置がある（地方税の減免等）・地
域の将来の発展'性が高い
旭玉名工業 ３ 252 １ 地下タビ運動靴 1964年11月
● 道路の整備が良好である.労働力
が得やすい．とくに労働者の気質が
よい．地方公共団体の優遇措置があ
る（地方税の減免等）
九州松下電器(株） 5８ １１２５ 6９ 電気機械 1968年４月
･用地が入手しやすい．労働力が得
やすい．道路の整備が良好である ●
とくに労働者の気質がよい．地方公
共団体の誘致が積極的である．地方
公共団体の優遇措置がある（地方税
の減免等）・地域の環境が好意的で
ある
玉名製作所 ８ 6０ ２ ギャーポンプワインダー 1968年11月
･労働力が得やすい．用地が入手し
やすい．地域の環境が好意的である
地元の繁栄を考えたため
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進出企業のなかで、従業員数、工業出荷額からみてみれば、最も影響を与えるのは、1966年１１月に
進出を決定した九州松下電器（株）である。以下では、岱明町企画課の「工場誘致関係綴（1968年)」
の資料に基づいて、九州松下電器（株）が進出過程、及び岱明町にどのような影響を及ぼしたのか検
討していく。
2.2．九州松下電器（株）の進出と町への波及効果
九州松下電器（株）熊本工場は、すでに1968年４月から第１期工事の操業を開始している。当時の
熊本工場は「カラーテレビの主要部品である偏向コイル（色を鮮明にする部品)、フライパックトラ
ンス（電圧を上げる部品）を月産９万セット生産した規模であったが、カラーテレビの需要急増にと
もない、第２期の拡張工事を急ぐことになった。
第２期工事で増設される工場（鉄筋コンクリートカマポコ型２階建て、4,950㎡）は、1968年１０月
に着工し、1969年３月には完成の予定で、第１工場と同じ製品を月産１０万個増産するという。これで
この工場の年間生産高は、これまでの２倍の４億円となった４１．
当時、この工場から発注される外注も急増しており、図２のように発注先や販売先は全国に広がっ
て、生産に追われている企業が多くなっていた。
煽副
呼汐 東京銅電線
1000ｔ
銅
電
線 鉄道nli訊
呼ツ
大阪九
州
松
下
電
器
（
株
）
熊
本
事
業
部
電
子
部
品
工
場
Dii大阪 1500ｔ銅電線1000ｔ "
カ
ラ
ー
テ
レ
ビ
部
品
宇都宮トラックｿlＺ
＄ （、《ﾐﾐﾆ 1000ｔ
、｛偲凹 西條
1000ｔ原材料 丘訊
＼さツ
図２九州松下電器（株）熊本事業部電子部工場物資流動図
（資料）岱明町企画課『工場誘致関係綴』1968年より作成。
特に発注先は周辺地域だけではなく、かなり広がっており、発注製品としての銅電線の発注先は大
阪、東京から秋田、仙台に至るまで、遠く運んできた。また、福岡からの電子部品及び周辺地域とし
ての大牟田、玉名からの原材料を仕入れていた。一方、カラーテレビ部品の販売先は３つの地域大阪、
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宇都宮、西條に展開していた。以上発注先、販売先が遠いことから、輸送コスト面で大きな問題が存
在していると考えられる。
他方、九州松下電器（株）の進出に伴い、町の活気や求職人員などの'情報が報じられている。１９６８
年１月４日付「熊本日日新聞」によると、「中・高校生の就職戦線もこの九州松下電器（株）進出で
大きく変動した。今春中卒予定者の就職希望は280人（男144人)。うち県内は196人（男104人）で、
ほとんどが松下希望、このため男子採用予定者40人に121人、女子も30人に対して59人がそれぞれ殺
到、求職難を示している。…（中略）中学生のなかには松下受験を第一次志望、落ちたら進学とする
ものが目立っている｡」といった状況であった。以下では、岱明町企画課（1968年〕の調査資料によ
り、九州松下電器（株）熊本工場の新規採用者の実況について分析していく。
まず、新規採用者出身地別では、1968年の時点で、在籍者316人のうち282人、８９．９％が熊本県内の
出身で、残りの１０％は福岡県とその他の地域から採用者である。こうしたデータから、九州松下電器
(株）熊本工場の新規採用者はほとんど地元から採用していることが明らかになった。
通勤状態については、最も多いのは自宅、９０％を占めている。次いで、社宅及び寮と借家及び下宿
それぞれ７％と３％を示している。これについて、表７に表したように岱明町は工場従業員の住宅難
の解消を重点的に計画した公営住宅団地の建設が、この町の誘致企業への協力の１つとして取り組ん
だものである。馬場原団地が工場から約15kｍ離れた県道大野下一西照寺沿いにあり、通勤に便利な
所である。
また、学歴の状況をみてみると、高校卒者が一番多く、次いで中学卒者、大学卒者、その他という
状況であった。
表７九州松下電器（株）岱明工場の新規採用者出身地・通勤・学歴の状況表
２８２８９９０１３１１０３１６１００
(資料）岱明町企画室1968年６月の調査資料より作成。
前述したように、九州松下電器（株）熊本工場の第２期工事を着工することに伴って、この工場で
は、大量増員を決め、1969年１月24日に高卒者を対象に入社試験を実施、さらに、２月５日に新高卒
及び過年度高卒者を対象に入社試験を行った。この両テストで男子27人、女子150人を採用する方針
で、1969年春には従業員が現在の316人（社員）から２倍の600人余りとなった。従業員募集はこれま
で地元玉名地方に限っていたが、地元だけでは労動力の確保が困難なので大牟田市や熊本市など、通
勤距離１時間以内の地域にも募集ワクを広げた５１。当時の進出工場の活況が、岱明町や周辺地域にも
たらす工場誘致効果の大きさをうかがうことができる。
新規採用者
出
身
地
別
熊本県内
人 ％
282 8９９
福岡県
人 ％
３ ０１
その他（配転）
人 ％
3１ 1０
就業者総数
人 ％
316 1００
通
勤
状
態
社宅及び寮
人 ％
2１ ７
自宅
人 ％
285 9０
借家及び下宿
人 ％
1０ ３
その他
人 ％
０ ０
学
歴
大学卒
人 ％
６ ２
高校卒
人 ％
203 6４
中学卒
人 ％
1０４ 3３
その他
人 ％
３ １
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岱明町に進出した九州松下電器（株）の果たした役割は、固定資産税、法人税、同従業員の町民税
などで町財政を潤しただけではなく、最も大きな意味は農家経済を支えたこと、若者の町内からの流
出を防いだことなど、町内での新たな雇用の場を提供したことや、大量の雇用で町外からの通勤者や
人口流入を生んだことにあるだろう。
しかし、1973年の第１次石油危機による周辺工業地域の後退や、産業の国際的分業が進んでくると、
地方への工場分散の動きは鈍化し、岱明町でもこのような利益を得ることは困難となってくるのであ
る。地域にとっては、今後何をもって発展していくのかが問い直される時期をむかえたと言えるが、
次節では岱明町が歩みだした新たな産業政策を考察していきたい。
３．産業構造の転換と岱明町の発展の課題
3.1．オイル・ショック以降の産業構造の変化
1973年秋の第１次オイル・ショックを契機として日本経済は急速に失速し、安定成長期へ急激に移
行する。このような移行はこうした経済環境の急激な変化に対応するための産業構造自体の再編成を
引き起こした。すなわち、第１次オイル・ショック以降、日本の産業構造では、加工組立型の製造業
(輸送機械、電気機械、一般機械など）が、主力となり、従来の重厚長大型と称された素材型の工業
(繊維、紙・パルプ、化学、窯業・士石、鉄鋼、非鉄金属など）の比重が低下し始めた。それと同時
に、製造業の就業者数も、第１次オイル・ショック以降の７年間（1973年の1,196万人から1979年の
1,086万人へ）に110万人も減少した（鈴木多加史，1989)。地域開発のあり方も地域の特性・自主`性
が重視されるような方向へと転換していった。「地方の時代」の幕開けである。
この時期、岱明町は地域の特I性を生かした町づくりに取り組んでいるが、この間の町の動きを見て
いくことにしよう。
まず、岱明町における産業別就業者数の推移をみてみると（表８）、1960年の第１次産業の就業者
は4,951人で、全就業者数の76％を占めており、第１次産業、つまり農業が町の基盤産業であったと
いえる。ところが、1975年にはこの割合が38％にまで低下し、逆に第２次産業が全就業者の30％を占
めるまでになっている。同じように第３次産業の比率も高くなっている。
さらに、日本の高度経済成長期が終焉した後、岱明町の産業構造の転換は、1981年に策定された
『岱明町長期振興計画書」をみてみると、本計画では、はじめに農業と工業の関係について述べられ
ている。つまり、岱明町はもともと農業と水産業を主として展開してきた沿岸部の農村であったが、
熊本市に近いこと、熊本県北部の拠点都市である玉名市に隣接していること、有明海に面した臨海工
業都市である福岡県大牟田市、熊本県荒尾市にも近いなどの立地条件において1960年代以降の社会的
経済の変化を遂げてきた。しかし、岱明町において九州松下電器（株）熊本工場や日立造船（株）有
明工場の住宅団地の建設などはみているが、工業開発拠点地域という位置づけがなされてきたにもか
かわらず、相対的に農林水産業は依然として重要な地位を占めている。こうした産業構造のあり方は、
表８に示すように1990年までに農業の割合が大幅に低下しているが、農業への依存度が高く、岱明町
でのその後の地域振興においては、第１次産業に対して格別の重点が置かれる必要がある。
一方、土地に目を移すと（表９）、1980年段階で、岱明町の農用地はL465ha、全体の66％を占め
ている。住宅用地も1973年のl42haから1980年にはl99haに増え、住宅地化が徐々に進展しているこ
とがわかる。これに比べて工業・商業用地の伸びはあまりみられず、九州松下電器（株）進出以降、
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主要な工場の立地もみられなかった。岱明町は、有明臨海工業地帯に隣接し、工場地化よりも住宅地
化による土地利用の変化が進んだことを示している。
表８岱明町における産業別就業者数の推移
単位：人
電気･ガス･熱
供給･水道業
運輸･通信業１０４１４３２０９２６０２９１２９１２８６
卸売･小売
業･飲食店
今融保険業７５
２３２３４０７０８０７１動産 １３
サーヒス業３４９４４３５４０６６０８３２８３２１１０３
公務１３５１３２１６７２２５１７３１７３１７７
分類不能0７０３０３３６
(資料）熊本県企画開発部統計調査課各年度の『熊本県統計年鑑」より作成。
表９土地利用状況
－
－－－－
－
－－－－
－■■■「－－…－
－－ ｍ￣
(資料）岱明町『土地に関する概要調書」1973,1980年度より作成。
1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年
総数 6,497 6,033 5,926 6,165 6,801 6,801 6,986
第１次産業
総数 4,951(76％） 4,197(70％） 3,279(55％） 2,345(38％） 2,293(34％） 2,293(34％） 1,919(27％）
農業 4,747 3,708 2,859 2,270 １．８２７ 1.827 １．５８１
林業 ０ ２ ０ ０ ０ ０ １
漁業 204 487 420 475 466 466 337
第２次産業
総数 512(8％） 656(１１％） 1,211(21％） 1,870(30％） 2,364(35％） 2,364(35％） 2,639(38％）
鉱業 4５ 3５ 3０ 3５ 6２ 6２ 7５
建設業 180 222 301 400 619 619 571
製造業 287 399 880 １，４３５ 1.683 １，６８３ 1.993
第３次産業
総数 1,034(16％） 1,173(19％） 1,436(24％） 1,915(32％） 2,141(31％） 2,141(31％） 2,422(35％）
3９ 2７ 2１ 2５ 2５ 2５ 1４
輸･通信業 104 143 209 260 291 291 286
384 405 459 675 740 740 754
金融・保険業
不動産業 2３ 2３ 4 7０ 8０ 8０
7５
1３
ービス業 349 443 540 660 832 832 1,103
務 135 132 １６７ 225 173 173 177
類不能 ０ ７ ０ 3０ ３ ３ ６
区分 1973年(ha）
1980年
(ha） 割合％
増減％（1973
年～1955年）
農業 1,454 Ｌ４６５ 6６ 1０１
林業 171 163 7.3 9５
工業・商業 1８ 2０ 0９ １１１
住宅 142 199 ９ 140
公共用地・その他 434 372 16.8 8６
合計 2,219 2,219 1００ 1００
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3.2．構造不況と地域活性化に向けた取り組み
1985年以降の急激な「円高・ドル安」によって、加工組立型の製造業、特に電気機械や輸送機械な
どでは、海外からの部品調達が有利になるだけではなく、海外に工場を移転きせる動きも出てきた
(鈴木多加史，1989)。日本経済は、これまでの「物」づくりの時代から、経済のソフト化、サービス
化、‘情報化の時代へと産業構造も大きく変わってきた。こうした国際化、,情報化などが進むなかで、
首都東京の国際金融センター化による外資系企業や金融、保険、証券業の集中傾向が強まっていた。
さらに東京の雇用・就業機会の増大によって、人口の流入は東京を中心とする首都圏への－極集中が
ますます進んできた。その一方、地方の過疎化・高齢化に一層、拍車が掛かっていた。
このような状況の下で、1987年に策定された「第４次全国総合開発計画」は、東京一極集中を是正
し、高度な交通・通信ネットワークを整備することで、「多極分散型」の国士形成を狙いとしたもの
であったが、それがかえって東京、及び首都圏への集中を加速することになり、地方は多くの困難な
課題を抱えることになった。なかでも過疎化・高齢化は、地方の農村にとってはきわめて荷の重い課
題であった。高齢化時代の農村地域の整備をどうするか、豊かな高齢者社会をどう築いていくか、こ
のほか医療や福祉の充実をどうするか、都市と農村の交流も盛んに提唱されるなかで、そうした施
設・場所づくりをどうするかなど、避けて通れない課題ばかりであった（山中進，2005)。
その時期における岱明町の地域活性化に向けた取り組みについて、『岱明町史」では、以下のよう
に述べている。
岱明町は、幸い県内の多くの町や村が抱えている深刻な過疎化の問題はなかったが、「農産物の自
由化への対応」や「生活関連基盤の整備」「高齢化社会への対応」など、早急に検討を加えなければ
ならない問題を抱えていた。こうした状況のなかで、「岱明町総合計画」は1990年３月に‘豊かな明
日をみんなの知恵で築く田園文化の町づくり”を基本理念に掲げて策定されている。
総合計画は基本構想と基本計画からなっている。基本構想では、岱明町を魅力ある町にしていくた
めの重要な課題を３つ挙げている。その１つは「成熟化への対応」で、ここでは生活基盤施設を整
備・充実きせること、２つ目は「高齢化への対応」で、高齢者になっても豊かに暮らすことができる
ように、独自の「就・遊・住」の社会・経済システムを構築すること、３つ目は「国際化への対応」
で、農水産業を国際競争に耐えうる産業に再構築することを目指している。これから“田園文化のま
ちづくり，の具体的な取り組みは、表１０のとおりである。これは、町に住むことを面白く、楽しくす
る「生活の中心地」と、この３つの生活の中心地を快適に結ぶ「新しい生活幹線道路」を整備するこ
とが、町づくりの基幹事業となる。また、これなどの基幹事業と共に､“産業の豊かざ，を創り出し
ていく「農業生産団地」の整備にも取り組んでいる。
基本計画では、「豊かな生活を支える活力ある産業の振興」として、高収益型農業の展開、水産
業・工業・商業などの振興、それに余暇レクリエーションの充実を挙げている。そのなかで、高収益
型農業の展開では、土地利用の高度化を図ろため、優良の農地の確保に努め、野口地区及び大野下地
区の圃場整備事業を推進し、農地流動化を促進するため、農地流動化面積を300ｈａまで拡大するなど
整備を促進している。また、商品性の高い特色ある農業生産の推進では、早期米・良質米生産団地の
拡大・整備や施設野菜（いちご、トマト、メロン等）の生産拡大を図るため、高道地区及び鍋地区に
生産団地を整備し、大野地区の大麦生産団地の拡充を進めている。さらに、付加価値の高い商品化作
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物も選択的な導入を目指し、企業化生産団地の整備を図っている。
表１０‘`田園文化のまちづくり，，の基幹事業
産付1１
kI1iIl
ｌｌｆ－ﾉＴｌ藍lllj
(資料）岱明町『岱明町総合計画ｊ1990年，ｐｌ５による。
また、独自の流通・情報ネットワークを構築し、農用地の集団化、機械施設の共同利用、農作業の
共同化など、省力化とコストの低減を目指し、情報機器などを導入したハイテク農業の推進も指向し
ている。
水産業では、つくり育てる漁場の改善・整備と漁場環境の保全、漁港施設の整備・充実を、工業面
では基盤整備や優遇制度の充実、企業誘致体制の整備・充実を図るとしている。商業の振興では、魅
力ある中心商業核の形成を促進し、近隣,性の強い最寄り商店街を整備・充実するとしている。
余暇レクリエーション活動の場を整備では、松原海水浴場の整備・充実、岱明自然公園（ホタルの
里づくり）の整備、浜田池及び周辺の再整備、浮田の池周辺地区の開発・整備などを計画している。
一方、「快適な生活環境の整備」のうち、「面白く、楽しく暮らせる生活の中心地づくりでは、「賑
わいの中心地区（街）づくり」、「生活創造の村づくり」、「遊びの村づくり」が構想されている。また、
｢住み良い居住環境の整備充実」では、良質な住宅・宅地の供給、上下水道の施設の整備、公園・緑
地などの整備を推進するとしている。そして「暮らしと産業を支える地域基盤の整備」では、何より
も道路網の整備がある。この計画では、体系的な道路網の整備、国道208線と県道宇土熊本大牟田線
を結ぶ南北道路、睦合地区から役場へ通じる道路、県道宇土熊本大牟田線から松原海水浴場までの道
路、集落間を結ぶ道路などの整備が挙がっている。河川では友田川の水辺整備がある。
さらに、「生きがいと心のふれあいのある福祉の充実」を掲げ、ここでは、デイ・サービス事業の
推進、総合福祉健康管理センターの設置などが計画されている。「豊かな心を育む教育・文化の充実」
では、学校教育の充実は勿論、生涯教育の推進、町民体育及び町民文化の振興が施策の重要な柱に
なっている。これらには人材の育成や多くの施設整備が必要であるが、施設整備の推進が優先されて
いることも述べている。
この事業は、「地方の時代」を迎え、全国的にも地域住民が互いに知恵を出し合い、協力しあって
基幹事業・重要事業 場所 事業内容
三
つ
の
生
活
の
中
心
地
整
備
賑わいの街
生活創造の村
遊びの村
役場周辺地区
松原地区
浮田の池地区
買い物公園、総合文化センター、生涯学習センター、Ｈ
ＯＰＥ住宅街等
高齢者大学、高齢者生活活動センター、等
フィールドアスレチック、スポーツ広場、自然公園、観
光農園、等
高
収
益
型
農
業
生
産
団
地
の
整
備
薬用物生 団地
大麦生産団地
野菜生産団地
野菜生産団地
松原地区
大野地区
鍋地区
高道地区
高齢者生産活動センターの事業部門の一つとして考える
大麦生産組合の拡充を図る
キンショウメロン、トマト、イチゴ等を基幹作目として
考える
三つの生活の中心地を結ぶ
生活圏道路の整備
浮田の池地区～
松原地区
部分的には既存道路を活用しながら、新しい生活幹線軸
を建設する
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地域づくりに取り組む気運が高まっているなか、岱明町も自律`性、－体`性を持った“まちづくり，,に
取り組もうとしていたといえよう。
3.3．岱明町の新たな発展と課題
近年、国や県の地域政策が地域主導で、産業政策ばかりでなく住民福祉の充実を図ろうとしている
都市基盤整備のことを前節までに述べてきたが、２１世紀を迎えると、社会経済'情勢は予想を超える速
度で変化を遂げつつあり、自然環境との共生、少子・高齢化社会の進行、高度情報化の進展、地方分
権化社会の推進、価値観の多様化など、大きな転換期となっている。
とくに、2001年に入ると、「新産業都市建設基本計画」は、制度的には40年が経過し、道路・港湾
などを整備して、従来の重厚長大型産業を誘致するという計画の施行当時の意義が失われたとして、
同年３月に廃止された。
そのうち、岱明町の情勢変化として、中心市街地の形成、ゴミ処理対策、環境保全、福祉への対応、
交通網の整備、産業の振興、財政運営の健全化等まちづくりの枠組みや新たな施策を展開していくこ
とが求められるため、岱明町では、2010年を展望した「第４次総合計画」を策定した。
2001年４月にスタートしたこの計画は、「潮風とみどり薫る豊かなまち」を目標に策定している。
この計画の策定に当たっては、行政と住民の相互理解による構想づくりに重点をおき、町民アン
ケート調査や中学生・町民のワークショップを実施していた（山中進，2005)。
これら時代の潮流や町民の意向を考慮して、「潮風とみどり薫る豊かなまち」の実現のため，５つの
基本目標は、「自然と共生する快適な生活環境づくり」、「豊かな心を育む教育・文化・スポーツによ
る生涯学習づくり」、「元気で生きがいのある健康福祉づくり」、「暮らしを支え、活力とにぎわいのあ
る産業基盤づくり」、「町民と一体となったまちづくり」に決定された。
これは、産業の振興と自然環境との共生、及び生活環境に根ざした思いやりのある豊かなまちの形
成、そして、歴史と伝統に培われた岱明町の精神とも整合している。
ここで、産業振興のため、「暮らしを支え、活力とにぎわいのある産業基盤づくり」の基本目標を
めぐって、岱明町の農業、水産業、工業、商業、観光について、活力とにぎわいのある産業基盤づく
りをみることで、町の産業振興戦略を検討したい。
まず、岱明町の工業の振興については、非常に厳しい状況にある。企業誘致は、1989年の浅野ソー
イング（株）の誘致を最後に、景気低迷で企業の設備投資意欲が冷え込み、企業進出は厳しい状態が
続いている。近隣の市町村の工業団地への進出も少ない状況で、岱明町としては2001年以降、コスト
の高い都市部では進出が難しい外資系なども視野に入れ、企業誘致を積極的に推進している。そのた
め、上下水道の整備、公営住宅の建設促進や幹線道路整備などを推進し、工業基盤の整備を図ろとし
ている。
この計画の基本方針としては、若年層の定着・定住を図ることが町の将来に大きな意味を持つと考
え、魅力ある企業・個性ある企業など、多様な職場を町内に確保することを目的としている。そのた
め、県内外における企業立地説明会や現地視察会の開催、個別企業訪問などの活動を行い企業誘致の
推進を行うことを掲げている。
しかし、計画を実施する間、2003年に岱明町で唯一の大企業、九州松下電器（株）の閉鎖により、
町は大きな影響を受けることになる。
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岱明工場は1968年に操業開始以来、テレビやパソコンディスプレー用電子部品の生産を主力として
きた。ピーク時の1991年には同工場関連で本町には法人税や固定資産税など３億円以上の税収があり、
全税収の３割以上を占めたこともあったが、韓国や台湾などのメーカーの台頭に加え、経済のグロー
バル化で生産拠点の海外シフトが進み、「生産量の伸びは難しい」（同社）状況となっていた。2003年
前後までに税収が2,000万円程度に落ち込んでいた。
また、近年海外でテレビ用電子部品などを生産するマレーシア、米国の工場への技術指導や品質管
理などをコントロールする“マザーエ場”の役割が高まっており、従業員は455人とピーク時の半分
以下に減少している。空きスペースも生じ、経営資源の有効活用の観点から岱明工場が閉鎖対象と
なった。
2003年１月に、松下電器のグループの再編では、九州松下電器と松下電送システム、松下通信工業
のホームテレホン事業を統合した。岱明工場（玉名郡岱明町）を菊水工場に、筑後工場（福岡県筑後
市）と長崎工場（諫早市）を佐賀工場（鳥栖市）に統合するなどの効率化を図っている6)。
2003年９月４日に、パナソニックコミュニケーションズは岱明工場（玉名郡岱明町）を2003年度中
に菊水工場（同郡菊水町）に統合すると発表した。これは、パナソニックの経営体質の強化へ向けた
業務効率化策の１つであった。統合に伴い、岱明工場は閉鎖となって、生産設備、従業員はそのまま
菊水工場へ移ることになった。岱明工場の88,000㎡の敷地と建物（延べ床面積約23,000㎡）は売却す
る方針となっている。
パナソニックコミュニケーションズ岱明工場の閉鎖が発表された日、玉名郡岱明町の松倉秀美町長
は「農業と漁業が中心の町で唯一の大企業。衝撃を受けている」と肩を落として言ったという7)。
九州松下電器（株）の閉鎖によって、その対応を迫られつつも、農業の振興はますます重要な課題
となっている。
一方、「第４次総合計画」では、農業振興の基本方針として、町の恵まれる自然環境を生かし、商
品`性の高い特色のある農業生産（早期米、良質米、いちご、トマト、メロンなど）を推進しつつある。
また、生産性の向上と基盤整備の強化のため、地域農業マスタープランに伴う事業化の推進や、企業
的農業経営を中心とした経営規模の拡大の促進、後継者グループの活動における担い手の育成などを
計画している。
他方、水産業の振興では、海苔養殖業とアサリの採取業における漁業経営の維持拡大を推進し、水
産資源の維持培養を図り、つくり育てる漁業を推進する。また、後継者グループの活動支援など担い
手を育成することを図るとしている。
また、岱明町では、近隣市町における大型店の進出などにより、町内での集客力が低下しており、
商業を取り巻く環境は、極めて厳しい状況にある事を認識している。今後、岱明町における商業特性
を把握し、中心市街地の形成や特色ある最寄り店の育成など、必要とされる施策を推進するとしてい
る。
これらの産業振興のほかに、観光事業を町の産業としてとらえ、地域独自の観光資源の活用や開発、
保全など、地域自らが考え行動を起こすものとして、観光産業を創出するとしている。
以上のように、岱明町の地域開発は、国からの新産業都市の指定以来、工業の発展を推し進められ
てきたが、産業構造、企業立地政策が転換し、本町における工業の発展に陰りが見え始めたことで農
業の見直しが行われた。
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これまで岱明町を事例地域として振興策の推移と産業構造転換の検討から、町では、新産業都市の
指定以降、一貫して産業の振興と生活基盤の整備を中心に、町の振興を図っていることが明らかに
なった。岱明町では、新産業都市の指定による農村の工業化であったが、近年、工業が厳しい状況の
なかで、農業の見直しが行われたことがわかった。そして、町は産業基盤整備計画によって、高度経
済成長期における周辺工業地域としての'性格は、住宅地としての役割を担うようになっていることか
らも明らかである。
これらの成果は、新産業都市を指定された後、岱明町にみられたような産業基盤の整備は生産基盤
整備と生活基盤整備に分けて分析すると、生産基盤の整備では、交通・通信体系というネットワーク
整備の傾向が強く表れている。これは、時間距離が短縮されてきたこと、全国の末端にまで社会資本
の整備が進められてきたことにより、岱明町でも産業立地の地域選択の幅が広がったことが意識され
ている。
生活基盤整備についてみると、新産業都市計画の前期・後期ともに教育、住宅及び住宅用地が対時
しあっており、生活支援型の都市施設の'性格が表れている。しかも、前期から後期にかけて、生産基
盤から生活基盤へ、局地的なインフラ整備からネットワーク整備へと、新産業都市地域の性格が変化
している傾向が読み取れる。特に、住宅団地の建設は、岱明町の計画事業の１つの大きな柱としてと
りくまれていることがわかった。
近年の国や県の地域政策が地域主導で行われており、本町は産業政策ばかりでなく住民福祉の充実
や都市基盤整備を図っている。
そして、岱明町は、新産業都市として、企業誘致の核心地ではなかったが、九州松下電器（株）の
工場進出をみており、その雇用の大きさから収入の不安定であった農家経済を支え、若者の人口流出
を防ぐという大きな利益を得ていた。また、新産業都市の指定により周辺工業地域が発達したことで、
岱明町にも新たな就業の機会が生み出された。しかし、2003年に九州松下電器（株）工場の閉鎖、周
辺工業地域への進出企業も少ない状況に伴って、若年層の定着・定住を図るために、岱明町では、地
域自ら魅力ある企業・個性ある企業など、多様な職場を町内に確保することが重要な課題となってい
るといえよう。
企業誘致が困難になっている現在、特に新産業都市制度が廃止された後、岱明町に対しては、地域
に存在する資源を見直して、高度経済成長期に大きな進展をみなかった農業に目が向けられており、
そのなかで、商品`性の高い特色のある農業生産は、町の高度経済成長期以降の１つの方向として選択
されていく。
このように、地域が自立していくために、地域における振興策に必要なことは、時代のトレンドを
正確に見極めつつ、地域に生起する社会的な諸問題を適格に把握し、地域の資源を有効に活用してい
くことが大切であるということを、本研究を通じて指摘することができる。
なお、2005年１月に玉名市・岱明町・横島町・天水町の玉名地域ｌ市３町は「平成の大合併」を実
行し、新たな枠組による新「玉名市」が誕生した。今後、｜日岱明町が新市の一翼を担い、新しい時代
の地域振興のために、従来の地域的取り組みを継続的に発揮していくことが期待されている。
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Structural Change of Industries and Regional Prosperity
Case Study of Taimei Town in Kumamoto Prefecture
YANG Ying
This paper discusses Taimei Town, which is located within the new industrial city of Shiranui, Ariake
and Omuta" . It will be clarified how the maintenance of industrial infrastructure of Taimei Town is
connected with its regional development policy. What kind of regional development policies are
necessary to enable industrial cities to become independent will also be discussed.
Recently a lot of small and medium-sized local cities have been experiencing remarkable economic
declines due to large population decreases and the aging of their populations. Through the use of its
own local resources, Taimei Town has aimed to become self-reliant and its effective efforts at unique
community building merit attention.
